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はじめに 

 

「地方消費者行政の現況調査」は、地方公共団体における消費者行政の現況

を把握するために、消費者庁創設以前（内閣府旧国民生活局）から都道府県・

政令指定都市等を対象として実施してきたものである。 

地方消費者行政の充実が大きな課題となっている中、都道府県等の地方公共

団体における消費者行政を担当する組織、職員配置、予算、事業の動向等を的

確に把握することが必要であることから、平成 30年度も、最新の状況を把握

するために、以下により本調査を実施した。 

 

１．調査対象 

都道府県、政令指定都市、市区町村 

消費者行政を推進している特別地方公共団体（広域連合、一部事務組合） 

２．調査時点 

平成 30年４月１日 

３．調査内容 

本調査は、平成 29年度の調査項目（消費者行政を担当する組織、職員配置、予

算、事業の動向）を基に把握した。なお、調査内容の時点は平成 30年４月１日現

在とし、うち地方公共団体における消費者行政に関する体制の動向や事業の実施

状況については平成 29年度中の状況を把握した。 

４．その他 

（１）集計において使用している人口規模別の分類は末尾の付注（住民基本台帳に

基づく人口データ）によるものである。 

（２）「消費生活センター」は消費者安全法（平成 21年法律第 50号）第 10条に定

める「消費生活センター」を指す。 

（３）「基金」は地方消費者行政活性化基金を、「交付金」は地方消費者行政推進交

付金又は地方消費者行政強化交付金を、「自主財源」は「基金」及び「交付金」

以外を指す。 

（４）「市区町村等」は市（政令指定都市を除く。）、区、町、村、広域連合及び一

部事務組合を指す。 
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